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常滑市が維持管理・運営一括発注方式（O方式（Operation：維持管理・運営））

で発注する「常滑市新学校給食共同調理場維持管理・運営事業」（以下「本事業」

という。）に係る、公募型プロポーザル方式について、本事業の優先交渉権者を

特定したため、以下のとおり公表する。

なお、審査委員会における審査講評は、９月に公表する予定である。

令和４年８月 23 日

常滑市長 伊藤 辰矢

第１ 事業の概要

１ 事業名

常滑市新学校給食共同調理場維持管理・運営事業

２ 事業場所

愛知県常滑市苅屋字加茂 151

３ 事業の目的

常滑市の学校給食は、昭和 39 年度に開設された南学校給食共同調理場（昭

和 51 年度増築）及び昭和 44 年度に開設された北学校給食共同調理場の２つ

の調理場で給食を調理し、常滑市内の小中学校及び幼・保・こども園に提供し

ている。

現在、食の安全・安心に対する社会的な要請は、食中毒問題や衛生管理上の

問題に加え、近年の食物アレルギー反応による重大事故の発生を契機として、

一段と高まっている。また、食育基本法の制定（平成 17 年）や学校給食法の

改正（平成 21 年）により、児童生徒の食生活と密接に関わる学校給食への食

育や地産地消を推進することに対する期待はとても大きくなっている状況で

ある。

このように学校給食が果たすべき役割は、日に日に重要度を増している。そ

の一方で、それを支える常滑市の学校給食共同調理場は老朽化が進み、早急に

抜本的な対策を講じる必要性が高まっている。

常滑市及び常滑市教育委員会では、令和２年５月に「常滑市学校給食共同調

理場整備基本構想」を策定し、学校給食共同調理場運営審議会※等での検討結

果を踏まえ、新たな学校給食共同調理場整備に係る方針や方向性、必要な機能、
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設備等について、令和３年３月に「常滑市学校給食共同調理場整備基本計画」

として策定した。令和４年３月に「常滑市新学校給食共同調理場整備事業」の

優先交渉権者を特定し、同年６月に事業契約を締結し、常滑市新学校給食共同

調理場（以下「本施設」という。）の令和６年９月供用開始を予定している。

本事業は、本施設の維持管理・運営等を行い、将来にわたって安全かつおい

しい給食の提供の実現を目的とするものである。

※ 常滑市学校給食共同調理場設置及び管理に関する条例施行規則第７条

に基づき、設置した組織。

４ 事業期間

本事業の事業期間は、事業契約締結日から令和 11 年８月 31 日までとし、

双方合意のもとさらに５年間（令和 11 年９月１日から令和 16 年８月 31 日ま

で）の更新ができるものとする。

５ 事業方式

本事業は、民間事業者の有する様々なノウハウを活用した維持管理・運営一

括発注方式（O方式：Operation 維持管理・運営）により実施するものである。

第２ 資格審査の結果

参加資格審査書類について、４グループから提出があり、いずれのグループに

ついても参加者が備えるべき参加資格要件を満たしていることを確認した。

第３ 総合審査の結果

資格審査を通過した４グループから総合審査書類の提出を受け、総合審査を

実施した。その結果、総合審査の最高得点は、100 点満点中 89.25 点となり、次

点は、100 点満点中 85.27 点となった。

第４ 優先交渉権者の特定

審査基準書（令和４年５月 11 日公表）に基づき、総合審査（価格審査及び提

案審査）を行い、市はその結果を踏まえ、メーキュー株式会社を代表企業とする

グループを優先交渉権者として特定した。また、株式会社東洋食品を代表企業と

するグループを次点事業者として特定した。
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１ 優先交渉権者のグループ組成

代表企業（運営事業者）

：メーキュー株式会社

≪愛知県名古屋市守山区大字下志段味字池田 810 番地≫

構成企業（維持管理事業者）

：サンエイ株式会社サービス事業部知多営業所

≪愛知県東海市東海町２丁目 14 番８号≫

協力企業（廃棄物処理事業者）

：オオブユニティ株式会社≪愛知県大府市北崎町駒場 88 番地≫

第５ 提案価格

2,959,941,600 円（税込）

※上記価格は、令和 16 年８月 31 日までの事業期間の価格を示す。

第６ 事業スケジュール（予定）

事業スケジュールは、概ね以下のとおりである。

内 容 時 期

基本協定の締結 令和４年８月下旬

事業契約の締結 令和６年４月予定

事業期間 事業契約締結日～令和 16 年８月 31 日

開業準備期間 令和６年７月中旬～令和６年８月 31 日

供用開始日 令和６年９月１日

維持管理・運営期間

（初回）
令和６年９月１日～令和 11 年８月 31 日

維持管理・運営期間

（更新した場合）
令和 11 年９月１日～令和 16 年８月 31 日


